
37 Oike Library　No.48　2018/10

法分野:消費者法
オンラインプラットフォームやアフィリエイト広告と
消費者契約法5条1項の「媒介」
伊吹

1　 はじめに
　消費者契約法（以下、「法」という。）5条1項は、事業
者から、当該事業者と消費者との間の消費者契約の締
結について媒介の委託を受けた第三者が、消費者に対
して不実告知等の不当勧誘行為をした場合に、消費者
に意思表示の取消しを認めている。
　この規定は、第三者が契約締結に介在するケースに
ついて、その第三者の不適切な勧誘行為に影響されて
消費者が自らの意に沿わない契約を締結させられた場
合を救済するものである。
　ところで、情報通信技術の発達により、事業者と消
費者間の取引についても、インターネットが利用され
ることが日常化し、インターネット上の取引における
消費者被害も多発している 1。そして、インターネッ
ト上の取引では、広告や販売等の各場面で第三者が介
在することも多い。
　そこで、本稿では、インターネット上の取引のう
ち、オンラインプラットフォームやアフィリエイト広
告を取り上げ、法5条1項の適用場面を検討する。

2　 「媒介」の意義
　「媒介」とは、他人間に契約が成立するように、第
三者が両者の間に立って尽力することをいうと解され
る 2。
　そして、ここでいう「媒介」にあたる場合について
は、以下の理由から幅広く捉えるべきであると考える。
　まず、本規定の趣旨は、第三者の不適切な勧誘行為
に影響されて消費者が自らの意に沿わない契約を締結
させられた場合、契約の成立についての合意の瑕疵に
よって消費者が当該契約に拘束されることは衡平を欠
くものであるため、消費者は当該契約の効力を否定す
ることができるとすることが適当であると考えられる
ことによる 3。そうであるならば、消費者の意思形成
過程に不当な影響を及ぼしうる場合については、広く
適用が認められるべきといえる。
　また、本規定の立法経緯として、取消しが認められ

る第三者の範囲について、事業者が第三者に代理権を
付与している場合に限られるという見解もあったもの
の、そのような見解を排斥して、媒介の委託を受けた
第三者を対象としたことからしても、できる限り取消
権を行使できる場合を拡げようというのが本規定の趣
旨と考えられる 4。
　さらに、実質的にみても、事業者は、第三者を介在
させることで、自身の事業活動を拡大･充実させると
いう利益を享受する一方、消費者にとってはそのよう
な状況を回避することができないから、広く適用を認
めることが、消費者と事業者との間の情報の質及び量
並びに交渉力の格差に鑑み、消費者の利益の擁護を図
り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発
展に寄与することという法の目的にも資するといえる。

3　 オンラインプラットフォームについて
　いわゆるプラットフォームとは、情報や商品･サー
ビスの流通の場･環境をいい、そのような場･環境を提
供する事業者をプラットフォーマーという 5 ・ 6。
　例えば、インターネットショッピングモールでは、
運営者たる事業者が、インターネット上にウェブサイ
トを開設して、そのウェブサイトに複数のウェブペー
ジを公開し、その各ウェブページにおいて出店者たる
事業者が（仮想）店舗を設けて商品を販売等している 7。
　この運営者たる事業者は、出店者たる事業者より、
多数の消費者への販売を容易にする環境を提供し、ま
た、当該運営者の顧客吸引力を利用して出店者の集客
を行うことの委託を受けているものといえる。そうす
ると、このような運営者の立場は、他人間に契約が成
立するように、両者の間に立って尽力するものといえ
る。
　したがって、インターネットショッピングモール運
営者は、「媒介」の委託を受けたものにあたると考え
られる。

4　 アフィリエイト広告について
　アフィリエイト広告は、広告主が、商品購入、資料
請求、会員登録等の一定の成果、または、クリックが
発生した件数に応じて、アフィリエイト広告を掲載す
る者（いわゆるアフィリエイター）に報酬を支払う広告
手法である 8。
　消費者問題としては、販売業者から広告の委託を受
けたアフィリエイターが、ブログ等の形で、あたかも
販売業者と関係のない第三者であるかのように装っ
て、不実告知等を行い、販売業者の公式販売サイトへ
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のリンクを表示して、当該販売業者の商品の購入を誘
引するというような場合も想定される。
　少なくとも、上記の場合のように、消費者に対して
当該商品を購入する動機を生じさせる内容を表示し、
また、販売業者の公式販売サイトへのリンクを表示す
ることで、当該商品の購入を容易にしている場合に
は、法における「勧誘」行為に該当するものと考えら
れる 9。
　そして、「媒介」を上記のように広く適用が認めら
れる概念であると考えると、「媒介」には消費者を勧
誘する行為も含むと解される 10 ・ 11。とりわけ、イン
ターネット上の広告は、事業者にとっても、その内容
を把握し、改めさせることが容易であるといえ、広く
「媒介」に含むことは実質的にみても妥当といえる。
また、「勧誘」行為に至らない程度の行為であっても、
消費者契約締結に寄与する程度によっては、「媒介」
にあたる場合があるといえよう。
　そうすると、上記のようなアフィリエイターは、当
該販売業者より、「媒介」の委託を受けているものに
あたると考えられる。

5　 最後に
　商品･役務の販売･提供形態が多様化、複雑化する中
で、第三者が介在した場合の消費者問題は、今後も増
加することが予想される。
　そのような社会情勢の変化に適切に対応するために
も、「媒介」概念を柔軟に解釈して、消費者被害を予
防･救済していくことが必要となろう。
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